府費負担教職員定数条例の改正（概要）

教育庁教職員室教職員人事課

■改正の理由

　　大阪市・堺市を除く市町村立の小学校、中学校及び義務教育学校、大阪市・堺市を除く市立の高等学校（定時制の課程）並びに市立の特別支援学校の児童・生徒数の変動に伴う学級数の増減及び国定数の配分に基づき、平成29年度の府費負担教職員定数の改定を行うため、所要の改正を行う。

■改正の内容

教職員定数の改正（第２条関係）
小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）　　　　27,097人　→　小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）17,289人

中学校（義務教育学校の後期課程を含む。）　　　　16,079人　→　中学校（義務教育学校の後期課程を含む。）10,273人
高等学校　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　    28人　→　高等学校　　　 　　　　　　　　　　　　　　25人
　　　特別支援学校　                                    197人  →  特別支援学校　　　　　　　　　　　　　     15人
■施行期日

　平成29年４月１日

　　（理由）平成29年度当初から施行する必要があるため
■政策アセスメント・制度間調整

財政課と教職員定数について調整済
